


第31号議案

（総　則）

第1条 令和3年度仙台市病院事業会計の予算は，次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第2条 業務の予定量は，次のとおりとする。

(1) 病床数 一般病床　467床　精神病床　50床　感染症病床　8床　　計　525床

(2) 予定年間患者数

(3) 予定1日平均患者数

（収益的収入及び支出）

第3条 収益的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。

17,719,340 千円

15,307,316 千円

2,242,748 千円

168,976 千円

300 千円

19,056,831 千円

18,426,011 千円

413,213 千円

102,607 千円

100,000 千円

15,000 千円

第1項

第2項

第3項

第4項

医 業 収 益

医 業 外 収 益

感 染 症 病 棟 収 益

特 別 利 益

第5項

医 業 費 用

医 業 外 費 用

感 染 症 病 棟 費 用

特 別 損 失

予 備 費

第3項

第4項

令令 和和 33 年年 度度 仙仙 台台 市市 病病 院院 事事 業業 会会 計計 予予 算算

151,800 人

206,500 人外 来

第1項

第2項

第1款 病 院 事 業 収 益

病 院 事 業 費 用

358,300 人

入 院

第1款

416 人

839 人

1,255 人

計

入 院

外 来

計

収 入

支 出
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（資本的収入及び支出）

2,735,859 千円

2,026,000 千円

689,859 千円

20,000 千円

3,104,286 千円

2,109,860 千円

994,426 千円

（債務負担行為）

第5条　債務負担行為をすることができる事項，期間及び限度額は，次のとおりと定める。

期　　間

令和4年度から

令和6年度まで

令和4年度から

令和6年度まで

令和4年度から

令和6年度まで

(4) 医療機器等購入 令 和 4 年 度 20,000 千円

(5) 医療機器等修理 令 和 4 年 度 10,000 千円

(6) 定期刊行医学雑誌購入 令 和 4 年 度 10,000 千円

(7) 文献検索システム運用 令 和 4 年 度 3,000 千円

令和4年度から

令和6年度まで

(9) 周産期部門システム保守 令 和 4 年 度 2,000 千円

医事事務等

81,000

3,000

千円

千円

千円

第1項

第2項

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

(1) 1,095,000 千円

事　　　項 限　度　額

他 会 計 負 担 金

第4条　資本的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し

不足する額368,427千円は，当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額6,329千円 ，過年度分

損益勘定留保資金362,098千円で補てんするものとする。）。

第1款

第1項

第2項

第3項

病 院 事 業 資 本 的 収 入

放射線機器等保守(2)

システム保守室運用管理

血液自動分析装置保守

(3)

(8)

332,000

第1款 病 院 事 業 資 本 的 支 出

収 入

支 出

企 業 債

他 会 計 出 資 金
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（企業債）

第6条 起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，次のとおりと定める。

(1) 建設改良費

（一時借入金）

第7条 一時借入金の限度額は，3,000,000 千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第8条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は，次のとおりと定める。

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

(1) 9,952,915 千円

(2) 200 千円

普通貸借又は証

券発行による。

証券発行の場合

の発行価格は，

額面100円につき

98円以上とす

る。

利　率

9.0％以内（ただ

し，利率見直し方式

で借り入れる公的資

金について，利率の

見直しを行った後に

おいては，当該見直

し後の利率）

起債の目的 起債の方法限度額

2,026,000千円

職 員 給 与 費

交 際 費

(1)第1款病院事業費用のうち，第1項医業費用，第2項医業外費用，第3項感染症病棟費用，第4項特

別損失に係る予算額に過不足を生じた場合における項間の流用。

起債年度から据置期間を

含め5年以内に元利均等そ

の他の方法により償還す

る。ただし, 融通条件又

は財政の都合により，償

還年限を短縮し，又は借

り換えることができる。

第9条　次に掲げる経費については，これらの経費の金額を，これらの経費のうち他の経費の金額

に，若しくはこれら以外の経費の金額に流用し，又はこれら以外の経費をこれらの経費の金額に流

用する場合は，議会の議決を経なければならない。

償還の方法
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（他会計からの負担金及び出資金）

第10条 一般会計からこの会計へ負担及び出資を受ける金額は，次のとおりである。

(1) 1,941,841 千円

(2) 689,859 千円

(3) 20,000 千円

（たな卸資産購入限度額）

第11条　たな卸資産の購入限度額は，4,407,037 千円と定める。

（重要な資産の取得）

第12条 重要な資産の取得は，次のとおりとする。

令和3年2月8日提出

仙 台 市 長 郡　　　和　子

器 械 備 品

器 械 備 品

磁気共鳴画像診断装置

生体情報管理システム

一　式

一　式

種　類

器 械 備 品

名　　　称

医療情報システム

数　量

一　式

出 資 金

建設改良費負担金

運 営 費 負 担 金

器 械 備 品 放射線画像管理システム 一　式
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  予 算 に 関 す る 説 明 書 

  

  

令和 3 年度仙台市病院事業会計予算実施計画 

令 和 3 年 度 仙 台 市 病 院 事 業 

予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書 

給 与 費 明 細 書 

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書 

令 和 2 年 度 仙 台 市 病 院 事 業 予 定 損 益 計 算 書 

令 和 2 年 度 仙 台 市 病 院 事 業 予 定 貸 借 対 照 表 

注 記 事 項 （ 令 和 2 年 度 ） 

令 和 3 年 度 仙 台 市 病 院 事 業 予 定 損 益 計 算 書 

令 和 3 年 度 仙 台 市 病 院 事 業 予 定 貸 借 対 照 表 

注 記 事 項 （ 令 和 3 年 度 ） 

 

 

 

 

 

 

（他会計からの負担金及び出資金）

第10条 一般会計からこの会計へ負担及び出資を受ける金額は，次のとおりである。

(1) 1,941,841 千円

(2) 689,859 千円

(3) 20,000 千円

（たな卸資産購入限度額）

第11条　たな卸資産の購入限度額は，4,407,037 千円と定める。

（重要な資産の取得）

第12条 重要な資産の取得は，次のとおりとする。

令和3年2月8日提出

仙 台 市 長 郡　　　和　子

器 械 備 品

器 械 備 品

磁気共鳴画像診断装置

生体情報管理システム

一　式

一　式

種　類

器 械 備 品

名　　　称

医療情報システム

数　量

一　式

出 資 金

建設改良費負担金

運 営 費 負 担 金

器 械 備 品 放射線画像管理システム 一　式
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予 定 額

1
  

17,719,340

1 医 業 収 益
 

15,307,316

 
1 入 院 収 益 11,188,480

 
2 外 来 収 益 3,870,000

 
3 その他医業収益 248,836

2 医 業 外 収 益
 

2,242,748

 
1
受 取 利 息
及 び 配 当 金

1

 
2 他 会 計 負 担 金 1,875,245

 
3 補 助 金 54,844

4 院内保育施設収益 32,934

5 職 員 宿 舎 収 益 8,783

6 医療用品販売収益 20,000

7 長 期 前 受 金 戻 入 77,726

 
8 雑 収 益 173,215

3 感染症病棟収益
 

168,976

 
1 入 院 収 益 100,000

 
2 他 会 計 負 担 金 59,912

 
3 補 助 金 9,064

令令 和和 33 年年 度度 仙仙 台台 市市 病病 院院 事事 業業 会会 計計 予予 算算 実実 施施 計計 画画

収　益　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　入

預金利息

一般会計からの繰入金

固定資産の取得・改良に伴
い交付された一般会計から
の繰入金等の収益化額

一般会計からの繰入金

県補助金

国庫補助金等

感染症患者に係る入院診療
報酬

保育料等

研修医用宿舎料

項 目
(千円)

特別室差額使用料等

入院診療報酬

外来診療報酬

款 備        考

病院事業収益
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予 定 額

4 特 別 利 益
 

300

 
1
過 年 度 損 益
修 正 益

300

予 定 額

1 19,056,831

1 医 業 費 用 18,426,011

1 給 与 費 7,794,499

2 材 料 費 3,663,193

3 経 費 2,481,119

4
救 命 救 急
セ ン タ ー 費

3,181,267

5 減 価 償 却 費 1,215,617

6 資 産 減 耗 費 6,000

7 研 究 研 修 費 84,316

2 医 業 外 費 用 413,213

1
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

251,316

2
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

40,000

3 院 内 保 育 施 設 費 96,813

4 職 員 宿 舎 費 5,912

5 医療用品販売費 14,172

6 雑 損 失 5,000

項 目 備        考
(千円)

薬品費, 診療材料費等

支　　　　　出

救命救急センターに係る費
用

企業債利息及び一時借入金
利息等

研究, 研修に係る費用

項 目
(千円)

企画，管理運営に係る費用

 

 

病院事業費用

款

款 備        考
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予 定 額

3 感染症病棟費用 102,607

1 感染症病棟費用 102,607

4 特 別 損 失 100,000

1
過 年 度 損 益
修 正 損

100,000

5 予 備 費 15,000

1 予 備 費 15,000

款 項 目 備        考
(千円)

感染症病棟に係る費用
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予 定 額

958,537,21

000,620,2債業企1

1 企 業 債 2,026,000

2 他 会 計 出 資 金 689,859

1 他 会 計 出 資 金 689,859

3 他 会 計 負 担 金 20,000

1 他 会 計 負 担 金 20,000

予 定 額

682,401,31

1 建 設 改 良 費 2,109,860

1 施 設 費 2,109,860

2 企 業 債 償 還 金 994,426

1 企 業 債 償 還 金 994,426

項 目
(千円)

項 目
(千円)

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　入

病 院 事 業
資 本 的 収 入

建設改良費等の財源に充て
るための企業債収入

企業債元金償還出資金

建設改良負担金

企業債元金償還金

備        考款

款 備        考

医療機器等器械備品購入費

病 院 事 業
資 本 的 支 出

支　　　　　出
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（単位   千円）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

577,923,1 △）失損純は△（益利純度年当

716,512,1費却償価減

000,6費却除産資定固

051,234額減増の金当引付給職退

403,2額減増の金当引与賞

555額減増の金当引費利福定法

627,77 △額入戻金受前期長

1 △金当配取受び及息利取受

613,152費諸扱取債業企び及息利払支

389,8 △）加増は△（額減増の金収未

925,3 △）加増は△（額減増の産資卸なた

373,4額減増の金払未

993額減増の金り預

小計 492,700

1額取受の金当配び及息利

613,152 △額払支の息利

583,142ーロフ・ュシッャキるよに動活務業

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

017,167,1 △出支るよに得取の産資定固形有

000,02入収るよに金入繰のらか計会他

017,147,1 △ーロフ・ュシッャキるよに動活資投

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

000,000,3入収るよにれ入借時一

000,000,3 △出支るよに済返の金入借時一

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 2,026,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 994,426

他会計からの出資による収入 689,859

334,127,1ーロフ・ュシッャキるよに動活務財

801,122額減増金資

401,733,2高残首期金資

212,855,2高残末期金資

令和 3年度仙台市病院事業予定キャッシュ・フロー計算書
（令和3年4月1日から令和4年3月31日まで）
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一般職 報 酬 給 料 手 当 計

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

1,128 0 4,010,681 4,534,076 8,544,757 1,408,158 9,952,915

1,122 0 3,999,907 4,530,603 8,530,510 1,397,724 9,928,234

6 0 10,774 3,473 14,247 10,434 24,681

初 任 給
調 整 手 当

扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当
特 殊 勤 務
手 当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

244,830 79,053 331,861 102,127 131,375 287,209

242,405 76,750 335,213 102,640 134,056 248,521

2,425 2,303 △   3,352 △     513 △   2,681 38,688

休 日 給 夜 勤 手 当
管理職員特
別勤務手当

宿日直手当
期 末 手 当
勤 勉 手 当

退 職 手 当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

135,560 79,220 5,131 4,607 1,580,560 631,494

131,611 80,020 6,413 5,118 1,612,816 650,000

3,949 △     800 △   1,282 △     511 △  32,256 △  18,506

給 与 費 明 細 書

１ 総 括

区 分

職 員 数 給　　　　　与　　　　　費    
法定福利費 合 計

特別職

(人)

手当の
(千円)

本 年 度 1

前 年 度 1

比 較 0

比 較 3,574

※（ ）内は再任用短時間勤務職員について外書きしたもの。

区 分
特別調整額

手当の
(千円)

本 年 度 798,351

本 年 度 122,698

内 訳 前 年 度 119,124

内 訳 前 年 度 785,916

比 較 12,435

区 分

超 過 勤 務
手 当

(16)

(19)

(3)
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一般職 報 酬 給 料 手 当 計

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

1,128 0 4,010,681 4,534,076 8,544,757 1,408,158 9,952,915

1,122 0 3,999,907 4,530,603 8,530,510 1,397,724 9,928,234

6 0 10,774 3,473 14,247 10,434 24,681

初 任 給
調 整 手 当

扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当
特 殊 勤 務
手 当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

244,830 79,053 331,861 102,127 131,375 287,209

242,405 76,750 335,213 102,640 134,056 248,521

2,425 2,303 △   3,352 △     513 △   2,681 38,688

休 日 給 夜 勤 手 当
管理職員特
別勤務手当

宿日直手当
期 末 手 当
勤 勉 手 当

退 職 手 当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

135,560 79,220 5,131 4,607 1,580,560 631,494

131,611 80,020 6,413 5,118 1,612,816 650,000

3,949 △     800 △   1,282 △     511 △  32,256 △  18,506

給 与 費 明 細 書

１ 総 括

区 分

職 員 数 給　　　　　与　　　　　費    
法定福利費 合 計

特別職

(人)

手当の
(千円)

本 年 度 1

前 年 度 1

比 較 0

比 較 3,574

※（ ）内は再任用短時間勤務職員について外書きしたもの。

区 分
特別調整額

手当の
(千円)

本 年 度 798,351

本 年 度 122,698

内 訳 前 年 度 119,124

内 訳 前 年 度 785,916

比 較 12,435

区 分

超 過 勤 務
手 当

(16)

(19)

(3)

-　12　-

給 料 10,774 1 △ 4,397 給与改定の状況

前年度

　給料の改定率　△0.13％

　給与改定実施時期

　　令和2年12月1日

2 58,998 平均昇給率

3 △ 43,827 職員数の異動状況

本年度 1,070人

前年度 1,066人

増　減 4人

 

手 当 3,473 1 △ 16,467 期末勤勉手当 支給率の改定

年間　4.5月分→4.45月分

2 19,940 退職手当

本年度退職予定者数　47人
前年度退職予定者数  44人

△ 18,506千円

その他の手当
38,446千円

昇給等に伴う増加分

47,544千円

△ 9,098千円

２ 給料及び手当の増減額の明細

区 分 増　減　額 増 減 事 由 別 内 訳 考　　　備明　　説
)円千()円千(

　給与改定に
伴う減少分

　昇給に伴う
増加分

1.67%

　その他の
減少分

職員構成の変動等に
伴う減少分 現に在職す

る 職 員 数 (その他) (計)

58人 1,128人

56人 1,122人

　 2人 6人

職員構成の変動等に
伴う減少分

　制度改正に
伴う減少分 支給率の改定等に

伴う減少分

　その他の
増減分 退職給付引当金の

減少分

-　13　-–　　–13



(1)

そ の 他

平均給料月額 472,756 301,522 319,133 319,731 0

平均給与月額 1,082,923 417,473 458,011 413,943 0

45.3 38.2 41.1 40.9 0.0

平均給料月額 475,620 300,544 320,269 322,713 0

平均給与月額 1,071,418 407,617 450,227 429,274 0

45.3 38.0 40.8 41.2 0.0

(2)

(円) (円)

高 校卒 001,151001,151001,151001,151

)注()注()注()注(

002,561006,202000,771002,561006,202000,771

大 学卒 002,781003,892002,781003,892

　（注）短大３卒

(円) (円)

短 大卒

)円()円()円()円()円()円(

一 般 会 計 の 制 度

医　師
臨 床
検査技師

看 護 師
一 般
行 政 職

技　能
区 分 医　師

臨 床
検査技師

看 護 師 事　務 技　能

令和2年1月1日現在

（円）

（円）

平均年齢 （歳.月）

初 任 給

事　務
技　術

令和3年1月1日現在

（円）

（円）

平均年齢 （歳.月）

３ 給料及び手当の状況

職 員 １ 人 当 り の 給 与

区 分 医　師 医療技術
看 護 師
准看護師

-　14　-
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　　　(3) 級別職員数

職員数 構成比 職員数 構成比 職員数 構成比 職員数 構成比 職員数 構成比

（人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％）

５級 1 0.8 ８級 ７級 1 0.2 ８級 1 1.6 ３級

４級 18 15.4 ７級 ６級 3 0.5 ７級 2 3.2 ２級

３級 38 32.5 ６級 ５級 7 1.2 ６級 3 4.7 １級

２級 33 28.2 ５級 6 5.1 ４級 18 3.1 ５級 4 6.3

１級 27 23.1 ４級 8 6.8 ３級 87 14.9 ４級 2 3.2

３級 14 12.0 ２級 410 70.2 ３級 10 15.9

２級 20 17.1 １級 58 9.9 ２級 10 15.9

１級 69 59.0 １級 31 49.2

計 117 100.0 計 117 100.0 計 584 100.0 計 63 100.0 計

５級 1 0.9 ８級 ７級 1 0.2 ８級 1 1.6 ３級

４級 17 15.0 ７級 ６級 2 0.3 ７級 2 3.2 ２級 1 100.0

３級 36 31.9 ６級 ５級 6 1.0 ６級 3 4.7 １級

２級 37 32.7 ５級 7 6.0 ４級 20 3.5 ５級 2 3.2

１級 22 19.5 ４級 7 6.0 ３級 90 15.6 ４級 3 4.7

３級 17 14.7 ２級 408 70.7 ３級 11 17.5

２級 15 12.9 １級 50 8.7 ２級 10 15.9

１級 70 60.4 １級 31 49.2

計 113 100.0 計 116 100.0 計 577 100.0 計 63 100.0 計 1 100.0

※　（　）内は再任用短時間勤務職員について外書きしたもの。

事務・技術 その他

級 級 級 級 級

令 和 3年 1月 1日

現 在

令 和 2年 1月 1日

現 在

区　分

医師 医療技術 看護師・准看護師

(3)     (100.0)

(10) (100.0)

(2)     (100.0)

(10) 　 (100.0) (2)     (100.0)(3)     (100.0)

(5)     (100.0)

(11) (100.0)

(1)     (100.0)

(5)     (100.0) (11) (100.0) (1)     (100.0)

(2)     (100.0)

(2)     (100.0)

(1)     (100.0)

(1)     (100.0)

-　15　-
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１ 級

19

5

100

10

1 3 1

29 12 52 7

311 33

号給数別内訳

１号給 (人)

５号給 (人)

７号給 (人)

６号給 (人)

90.3 90.8 0.0比 率 (B)／(A) (％) 91.4 95.8 93.4

10

８号給 (人) 35 1 5 26 3

６号給 (人) 140 5 22 103

3

４号給 (人) 426 16 69 308 33

３号給 (人) 60 53 3 1

２号給 (人) 14 2 2 8 2

(人)

65 1

昇給に係る職員数 (B) (人) 789 115 114 501 59

准 看 護 師 技 術

前

年

度

職 員 数 (A) (人) 863 120 122 555

91.0 88.6 0.0

区 分 合 計 医 師 医 療 技 術
看 護 師 事 務

そ の 他

比 率 (B)／(A) (％) 91.3 95.8 90.0

11

８号給 (人) 35 1 5 26 3

139 5 21 102

４号給 (人) 427 18 65

9 2

３号給 (人) 58 50 2 2 4

108 505 62

２号給 (人) 16 3 2

120 120 555 70 0

昇給に係る職員数 (B) (人) 790 115

看 護 師 事 務
そ の 他

准 看 護 師 技 術

本

年

度

職 員 数 (A) (人) 865

  (4) 昇 給

区 分 合 計 医 師 医 療 技 術

３ 級 ２ 級

事  務  ・  技  術 理 事
次 長
部 長

課 長 課 長 係 長
係 長
主 任

主 任
主 事
技 師

 区          分  ８ 級 ７ 級 ６ 級 ５ 級 ４ 級

２ 級 １ 級

看 護 師 ・ 准 看 護 師
副 院 長
部 長

副 部 長 副 部 長 看 護 師 長
副看護師長
主 任

助 産 師
看 護 師

看 護 師
准 看 護 師

区         分 ７ 級 ６ 級 ５ 級 ４ 級 ３ 級

２       級 １       級

医       師 院 長
副 院 長
部 長

科 部 長 医       長 医       員

１号給 314

( 級 別 の 基 準 と な る 職 務 ）

区       分 ５       級 ４       級 ３       級

７号給 (人) 1901

主 事
技 師

52 7

号給数別内訳

５号給 (人) 100 29 12
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–　　–16



１ 級

19

5

100

10

1 3 1

29 12 52 7

311 33

号給数別内訳

１号給 (人)

５号給 (人)

７号給 (人)

６号給 (人)

90.3 90.8 0.0比 率 (B)／(A) (％) 91.4 95.8 93.4

10

８号給 (人) 35 1 5 26 3

６号給 (人) 140 5 22 103

3

４号給 (人) 426 16 69 308 33

３号給 (人) 60 53 3 1

２号給 (人) 14 2 2 8 2

(人)

65 1

昇給に係る職員数 (B) (人) 789 115 114 501 59

准 看 護 師 技 術

前

年

度

職 員 数 (A) (人) 863 120 122 555

91.0 88.6 0.0

区 分 合 計 医 師 医 療 技 術
看 護 師 事 務

そ の 他

比 率 (B)／(A) (％) 91.3 95.8 90.0

11

８号給 (人) 35 1 5 26 3

139 5 21 102

４号給 (人) 427 18 65

9 2

３号給 (人) 58 50 2 2 4

108 505 62

２号給 (人) 16 3 2

120 120 555 70 0

昇給に係る職員数 (B) (人) 790 115

看 護 師 事 務
そ の 他

准 看 護 師 技 術

本

年

度

職 員 数 (A) (人) 865

  (4) 昇 給

区 分 合 計 医 師 医 療 技 術

３ 級 ２ 級

事  務  ・  技  術 理 事
次 長
部 長

課 長 課 長 係 長
係 長
主 任

主 任
主 事
技 師

 区          分  ８ 級 ７ 級 ６ 級 ５ 級 ４ 級

２ 級 １ 級

看 護 師 ・ 准 看 護 師
副 院 長
部 長

副 部 長 副 部 長 看 護 師 長
副看護師長
主 任

助 産 師
看 護 師

看 護 師
准 看 護 師

区         分 ７ 級 ６ 級 ５ 級 ４ 級 ３ 級

２       級 １       級

医       師 院 長
副 院 長
部 長

科 部 長 医       長 医       員

１号給 314

( 級 別 の 基 準 と な る 職 務 ）

区       分 ５       級 ４       級 ３       級

７号給 (人) 1901

主 事
技 師

52 7

号給数別内訳

５号給 (人) 100 29 12

-　16　-

(5)

(％)

(％)

(円)

(6)

(7)

者 (月分)

(8)

住 居 手 当 同 じ

通 勤 手 当 同 じ

そ の 他 の 手 当

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

扶 養 手 当 同 じ

地 域 手 当 同 じ

一般会計の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709

定 年 前 早 期 退職

特 例 措 置

（2～20％加算）

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

定 年 前 早 期 退職

特 例 措 置

（2～20％加算）

最 高 限 度 そ の 他

者 （月分) 者 （月分) （月分) 加 算 措 置 等

※（　）内は，再任用職員の支給率

定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

区 分
20年勤続の 25年勤続の 35年勤続の

前 年 度
(1.175)
2.250

(1.175)
2.200

(2.350)
4.450

有

一般会計の制度
(1.175)
2.225

(1.175)
2.225

(2.350)
4.450

有

（月分) 級 等 に よ る 加 算 措 置

本 年 度
(1.175)
2.225

(1.175)
2.225

(2.350)
4.450

有

支給月額

代表的な特殊勤務手当の名称 夜間看護業務手当

期末手 当・ 勤勉 手当

区 分

支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計 職制上の段階，職務の

６月(月分) １２月(月分)

(令和3年1月1日現在)

支給対象職員1人当り平均
31,566 25,517 17,255 33,744 5,000

(令和3年1月1日現在)

支給対象職員の比率
57.3 24.8 40.2 72.9 4.8

事 務
そ の 他

准 看 護 師 技 術

給料総額に対する比率
5.7 1.4 2.4 8.3 0.1

特 殊 勤 務 手 当

区 分 全 職 種 医 師 医 療 技 術
看 護 師

-　17　-
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（単位　千円）

1

(1) 10,408,800

(2) 3,833,750

(3) 237,457 14,480,007

2

(1) 7,687,394

(2) 3,346,347

(3) 2,212,921

(4) 3,102,218

(5) 1,354,890

(6) 5,000

(7) 78,527 17,787,297

3,307,290

3

(1) 1

(2) 2,015,162

(3) 530,974

(4) 32,771

(5) 8,116

(6) 19,546

(7) 89,333

(8) 189,474 2,885,377

4

(1) 260,199

(2) 76,152

(3) 5,107

(4) 14,115

(5) 643,625 999,198 1,886,179雑 損 失

雑 収 益

医 業 外 費 用

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

院 内 保 育 施 設 費

職 員 宿 舎 費

医 療 用 品 販 売 費

他 会 計 負 担 金

補 助 金

院 内 保 育 施 設 収 益

職 員 宿 舎 収 益

医 療 用 品 販 売 収 益

長 期 前 受 金 戻 入

資 産 減 耗 費

研 究 研 修 費

医 業 損 失

医 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

医 業 費 用

給 与 費

材 料 費

経 費

救 命 救 急 セ ン タ ー 費

減 価 償 却 費

令令 和和 22 年年 度度 仙仙 台台 市市 病病 院院 事事 業業 予予 定定 損損 益益 計計 算算 書書
（令和2年4月1日から令和3年3月31日まで）

医 業 収 益

入 院 収 益

外 来 収 益

そ の 他 医 業 収 益
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（単位　千円）

1

(1) 10,408,800

(2) 3,833,750

(3) 237,457 14,480,007

2

(1) 7,687,394

(2) 3,346,347

(3) 2,212,921

(4) 3,102,218

(5) 1,354,890

(6) 5,000

(7) 78,527 17,787,297

3,307,290

3

(1) 1

(2) 2,015,162

(3) 530,974

(4) 32,771

(5) 8,116

(6) 19,546

(7) 89,333

(8) 189,474 2,885,377

4

(1) 260,199

(2) 76,152

(3) 5,107

(4) 14,115

(5) 643,625 999,198 1,886,179雑 損 失

雑 収 益

医 業 外 費 用

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

院 内 保 育 施 設 費

職 員 宿 舎 費

医 療 用 品 販 売 費

他 会 計 負 担 金

補 助 金

院 内 保 育 施 設 収 益

職 員 宿 舎 収 益

医 療 用 品 販 売 収 益

長 期 前 受 金 戻 入

資 産 減 耗 費

研 究 研 修 費

医 業 損 失

医 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

医 業 費 用

給 与 費

材 料 費

経 費

救 命 救 急 セ ン タ ー 費

減 価 償 却 費

令令 和和 22 年年 度度 仙仙 台台 市市 病病 院院 事事 業業 予予 定定 損損 益益 計計 算算 書書
（令和2年4月1日から令和3年3月31日まで）

医 業 収 益

入 院 収 益

外 来 収 益

そ の 他 医 業 収 益
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5

000,001)1(

080,06)2(

441,961460,9)3(

6

544,86996,001996,001)1(

1,352,666

7

003)1(

005,972002,972)2(

8

000,001)1(

002,973002,972)2(

9

007,411 △000,51000,51)1(

1,467,366

9,954,999

0

11,422,365

当 年 度 純 損 失

前 年 度 繰 越 欠 損 金

そ の 他 未 処 分 利 益
剰 余 金 変 動 額

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

そ の 他 特 別 損 失

予 備 費

予 備 費

感 染 症 病 棟 費 用

感 染 症 病 棟 費 用

経 常 損 失

特 別 利 益

過 年 度 損 益 修 正 益

そ の 他 特 別 利 益

感 染 症 病 棟 収 益

入 院 収 益

他 会 計 負 担 金

補 助 金
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（単位　千円）

1

(1)

038,071,9イ

298,628,81ロ

△ 4,426,916 14,399,976

590,654ハ

△ 210,105 245,990

592,547,6ニ

△ 5,215,013 1,530,282

968,5ホ

△ 4,985 884

25,347,962

(2)

919,5イ

812,3ロ

931,12ハ

30,276

25,378,238

2

401,733,2)1(

057,665,2)2(

△ 61,778 2,504,972

132,96)3(

4,911,307

30,289,545

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

固 定 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

施 設 利 用 権

無 形 固 定 資 産 合 計

ソ フ ト ウ ェ ア

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

器 械 備 品

減 価 償 却 累 計 額

車 両

減 価 償 却 累 計 額

資 産 の 部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

令 和 2 年 度 仙 台 市 病 院 事 業 予 定 貸 借 対 照 表
（令和3年3月31日）
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3

(1)

907,464,02イ

20,464,709

(2)

443,550,2イ

2,055,344

22,520,053

4

(1)

624,499イ

994,426

044,246,1)2(

984,46)3(

(4)

590,584イ

691,78ロ

572,291

(5) 260

3,273,906

5

(1)

102,386イ

△ 403,266 279,935

550,715,1ロ

△ 416,297 1,100,758

411,31ハ

△ 11,868 1,246

1,381,939

1,381,939

27,175,898

受 贈 財 産 評 価 額

収 益 化 累 計 額

長 期 前 受 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

工 事 負 担 金

収 益 化 累 計 額

補 助 金

収 益 化 累 計 額

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

そ の 他 流 動 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

預 り 金

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

引 当 金

負 債 の 部

固 定 負 債

企 業 債
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6 14,536,012

7

(1)

イ 11,422,365

11,422,365

△ 11,422,365

3,113,647

30,289,545

欠 損 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

欠 損 金

当年度未処理欠損金

剰 余 金

資 本 の 部

資 本 金
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注 記 事 項（ 令 和 2 年 度 ） 

 
Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 1 資産の評価基準及び評価方法 

  ・貯蔵品  先入先出法に基づく原価法 

  

2 固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産 

 ・減価償却の方法 

定額法 

 ・主な耐用年数 

  建物    15～47 年 

  構築物   10～35 年 

  器械備品  2～20 年 

  車両    6 年 

（2）無形固定資産 

 ・減価償却の方法 

定額法 

 ・主な耐用年数 

施設利用権  15 年 

ソフトウェア  5 年 

 

 3 引当金の計上方法 

 （1）退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため，当年度の退職手当の期末要支給額に相当する金額を計

上している。（なお，会計基準変更時差異 4,125,000 千円については，平成 26 年度から 15 年に

わたり均等額を費用処理している。） 

 （2）賞与引当金 

職員の期末手当・勤勉手当の支給に備えるため，当年度末における支給見込額に基づき，当年

度の負担に属する額を計上している。 

 （3）法定福利費引当金 

職員の期末手当・勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末における支出見

込額に基づき，当年度の負担に属する額を計上している。 

 （4）貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため，貸倒実績率等による回収不能見込額を計上してい

る。 

  

4 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。なお，控除対象外消費税等につい

ては，当年度の費用として処理している。ただし，固定資産に係る控除対象外消費税等について

は，取得資産の付随費用として資産の取得価格に算入している。 
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6 14,536,012

7

(1)

イ 11,422,365

11,422,365

△ 11,422,365

3,113,647

30,289,545

欠 損 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

欠 損 金

当年度未処理欠損金

剰 余 金

資 本 の 部

資 本 金
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注 記 事 項（ 令 和 2 年 度 ） 

 
Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 1 資産の評価基準及び評価方法 

  ・貯蔵品  先入先出法に基づく原価法 

  

2 固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産 

 ・減価償却の方法 

定額法 

 ・主な耐用年数 

  建物    15～47 年 

  構築物   10～35 年 

  器械備品  2～20 年 

  車両    6 年 

（2）無形固定資産 

 ・減価償却の方法 

定額法 

 ・主な耐用年数 

施設利用権  15 年 

ソフトウェア  5 年 

 

 3 引当金の計上方法 

 （1）退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため，当年度の退職手当の期末要支給額に相当する金額を計

上している。（なお，会計基準変更時差異 4,125,000 千円については，平成 26 年度から 15 年に

わたり均等額を費用処理している。） 

 （2）賞与引当金 

職員の期末手当・勤勉手当の支給に備えるため，当年度末における支給見込額に基づき，当年

度の負担に属する額を計上している。 

 （3）法定福利費引当金 

職員の期末手当・勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末における支出見

込額に基づき，当年度の負担に属する額を計上している。 

 （4）貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため，貸倒実績率等による回収不能見込額を計上してい

る。 

  

4 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。なお，控除対象外消費税等につい

ては，当年度の費用として処理している。ただし，固定資産に係る控除対象外消費税等について

は，取得資産の付随費用として資産の取得価格に算入している。 
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Ⅱ 予定貸借対照表等に関する注記 

 1 企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して 1 年以内に償還

予定のものも含む。）のうち，一般会計が負担すると見込まれる額は 15,802,431 千円である。 

 

Ⅲ セグメント情報に関する注記 

  単一セグメントであるため，記載を省略している。 

 

Ⅳ その他の注記 

 1 引当金の取崩し 

 （1）退職給付引当金 

令和 2 年度において，退職手当として 233,075 千円を支給するため，退職給付引当金 233,075

千円を使用する。 

 （2）賞与引当金 

令和 2 年度において，期末・勤勉手当として 727,642 千円を支給するため，賞与引当金 479,333

千円を使用する。 

 （3）法定福利費引当金 

令和 2 年度において，期末・勤勉手当に伴う法定福利費として 130,793 千円を支出するため，

法定福利費引当金 80,995 千円を使用する。 

 （4）貸倒引当金 

令和 2 年度において，債権の不納欠損による損失として 15,000 千円を計上する見込みのた

め，貸倒引当金 15,000 千円を使用する。 

 

 

–　　–26





（単位　千円）

1

(1) 11,183,480

(2) 3,865,000

(3) 226,215 15,274,695

2

(1) 7,787,854

(2) 3,335,079

(3) 2,265,365

(4) 3,086,648

(5) 1,215,617

(6) 6,000

(7) 79,411 17,775,974

2,501,279

3

(1) 1

(2) 1,875,245

(3) 54,844

(4) 30,548

(5) 7,985

(6) 19,545

(7) 77,726

(8) 157,585 2,223,479

4

(1) 251,316

(2) 88,012

(3) 5,375

(4) 13,617

(5) 647,018 1,005,338 1,218,141

院 内 保 育 施 設 収 益

職 員 宿 舎 収 益

医 療 用 品 販 売 収 益

長 期 前 受 金 戻 入

職 員 宿 舎 費

医 療 用 品 販 売 費

補 助 金

雑 収 益

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

雑 損 失

（令和3年4月1日から令和4年3月31日まで）

医 業 外 費 用

医 業 収 益

医 業 費 用

入 院 収 益

資 産 減 耗 費

医 業 損 失

他 会 計 負 担 金

研 究 研 修 費

経 費

救 命 救 急 セ ン タ ー 費

減 価 償 却 費

医 業 外 収 益

給 与 費

令令 和和 33 年年 度度 仙仙 台台 市市 病病 院院 事事 業業 予予 定定 損損 益益 計計 算算 書書

院 内 保 育 施 設 費

受 取 利 息 及 び 配 当 金

外 来 収 益

そ の 他 医 業 収 益

材 料 費
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（単位　千円）

1

(1) 11,183,480

(2) 3,865,000

(3) 226,215 15,274,695

2

(1) 7,787,854

(2) 3,335,079

(3) 2,265,365

(4) 3,086,648

(5) 1,215,617

(6) 6,000

(7) 79,411 17,775,974

2,501,279

3

(1) 1

(2) 1,875,245

(3) 54,844

(4) 30,548

(5) 7,985

(6) 19,545

(7) 77,726

(8) 157,585 2,223,479

4

(1) 251,316

(2) 88,012

(3) 5,375

(4) 13,617

(5) 647,018 1,005,338 1,218,141

院 内 保 育 施 設 収 益

職 員 宿 舎 収 益

医 療 用 品 販 売 収 益

長 期 前 受 金 戻 入

職 員 宿 舎 費

医 療 用 品 販 売 費

補 助 金

雑 収 益

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

雑 損 失

（令和3年4月1日から令和4年3月31日まで）

医 業 外 費 用

医 業 収 益

医 業 費 用

入 院 収 益

資 産 減 耗 費

医 業 損 失

他 会 計 負 担 金

研 究 研 修 費

経 費

救 命 救 急 セ ン タ ー 費

減 価 償 却 費

医 業 外 収 益

給 与 費

令令 和和 33 年年 度度 仙仙 台台 市市 病病 院院 事事 業業 予予 定定 損損 益益 計計 算算 書書

院 内 保 育 施 設 費

受 取 利 息 及 び 配 当 金

外 来 収 益

そ の 他 医 業 収 益

材 料 費
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5

(1) 100,000

(2) 59,912

(3) 9,064 168,976

6

(1) 100,913 100,913 68,063

1,215,075

7

(1) 300 300

8

(1) 100,000 100,000

9

(1) 15,000 15,000 △ 114,700

1,329,775

11,422,365

0

12,752,140

補 助 金

入 院 収 益

他 会 計 負 担 金

そ の 他 未 処 分 利 益
剰 余 金 変 動 額

感 染 症 病 棟 費 用

過 年 度 損 益 修 正 損

予 備 費

感 染 症 病 棟 収 益

過 年 度 損 益 修 正 益

特 別 利 益

感 染 症 病 棟 費 用

特 別 損 失

前 年 度 繰 越 欠 損 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

経 常 損 失

予 備 費

当 年 度 純 損 失
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（単位　千円）

1

(1)

038,071,9イ

298,628,81ロ

△ 5,173,227 13,653,665

590,654ハ

△ 245,122 210,973

528,818,8ニ

△ 5,617,256 3,201,569

968,5ホ

△ 5,269 600

26,237,637

(2)

919,5イ

668,2ロ

037,31ハ

22,515

26,260,152

2

212,855,2)1(

337,575,2)2(

△ 61,778 2,513,955

(3) 72,760

5,144,927

31,405,079

ソ フ ト ウ ェ ア

未 収 金

流 動 資 産 合 計

流 動 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産

資 産 の 部

無 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

電 話 加 入 権

固 定 資 産 合 計

施 設 利 用 権

現 金 預 金

令 和 3 年 度 仙 台 市 病 院 事 業 予 定 貸 借 対 照 表
（令和4年3月31日）

貸 倒 引 当 金

資 産 合 計

器 械 備 品

車 両

減 価 償 却 累 計 額

貯 蔵 品
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3

(1)

802,804,12イ

21,408,208

(2)

494,784,2イ

2,487,494

23,895,702

4

(1)

205,280,1イ

1,082,502

436,889,1)2(

(3) 64,888

(4)

993,784イ

157,78ロ

575,150

(5) 260

3,711,434

5

(1)

102,307イ

△ 432,448 270,753

550,715,1ロ

△ 464,557 1,052,498

411,31ハ

△ 12,153 961

1,324,212

1,324,212

28,931,348

繰 延 収 益 合 計

引 当 金 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

工 事 負 担 金

収 益 化 累 計 額

そ の 他 流 動 負 債

法 定 福 利 費 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

引 当 金

預 り 金

企 業 債 合 計

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

固 定 負 債 合 計

収 益 化 累 計 額

企 業 債

流 動 負 債

企 業 債

未 払 金

補 助 金

受 贈 財 産 評 価 額

収 益 化 累 計 額

長 期 前 受 金 合 計

負 債 の 部

固 定 負 債

流 動 負 債 合 計

賞 与 引 当 金

引 当 金

負 債 合 計

企 業 債 合 計

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債
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6 15,225,871

7

(1)

イ 12,752,140

12,752,140

△ 12,752,140

2,473,731

31,405,079

資 本 合 計

欠 損 金 合 計

剰 余 金 合 計

剰 余 金

欠 損 金

負 債 資 本 合 計

当年度未処理欠損金

資 本 の 部

資 本 金
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注 記 事 項（ 令 和 3 年 度 ） 

 
Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 1 資産の評価基準及び評価方法 

  ・貯蔵品  先入先出法に基づく原価法 

  

2 固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産 

 ・減価償却の方法 

定額法 

 ・主な耐用年数 

  建物    15～47 年 

  構築物   10～35 年 

  器械備品  2～20 年 

  車両    6 年 

（2）無形固定資産 

 ・減価償却の方法 

定額法 

 ・主な耐用年数 

施設利用権  15 年 

ソフトウェア  5 年 

 

 3 引当金の計上方法 

 （1）退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため，当年度の退職手当の期末要支給額に相当する金額を計

上している。（なお，会計基準変更時差異 4,125,000 千円については，平成 26 年度から 15 年に

わたり均等額を費用処理している。） 

 （2）賞与引当金 

職員の期末手当・勤勉手当の支給に備えるため，当年度末における支給見込額に基づき，当年

度の負担に属する額を計上している。 

 （3）法定福利費引当金 

職員の期末手当・勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末における支出見

込額に基づき，当年度の負担に属する額を計上している。 

 （4）貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため，貸倒実績率等による回収不能見込額を計上してい

る。 

  

4 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。なお，控除対象外消費税等につい

ては，当年度の費用として処理している。ただし，固定資産に係る控除対象外消費税等について

は，取得資産の付随費用として資産の取得価格に算入している。 
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Ⅱ 予定貸借対照表等に関する注記 

 1 企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して 1 年以内に償還

予定のものも含む。）のうち，一般会計が負担すると見込まれる額は 16,048,546 千円である。 

 

Ⅲ セグメント情報に関する注記 

  単一セグメントであるため，記載を省略している。 

 

Ⅳ その他の注記 

 1 引当金の取崩し 

 （1）退職給付引当金 

令和 3 年度において，退職手当として 199,343 千円を支給するため，退職給付引当金 199,343

千円を使用する。 

 （2）賞与引当金 

令和 3 年度において，期末・勤勉手当として 731,097 千円を支給するため，賞与引当金 485,095

千円を使用する。 

 （3）法定福利費引当金 

令和 3 年度において，期末・勤勉手当に伴う法定福利費として 131,625 千円を支出するため，

法定福利費引当金 87,196 千円を使用する。 

 （4）貸倒引当金 

令和 3 年度において，債権の不納欠損による損失として 15,000 千円を計上する見込みのた

め，貸倒引当金 15,000 千円を使用する。 
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